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シム　チュン・キャット
　本書は、京都大学大学院文学研究科・アジア親密圏／公
共圏教育研究センターの研究成果の一環として刊行されて
いるシリーズ『変容する親密圏と公共圏』の第 7 巻にあた
る著作である。同シリーズでは、2015 年 9 月現在第 10 巻
まで出版され、タイトルは『絵画と私的世界の表』『モダ
ニティの変容と公共圏』から『アジア女性と親密性の労
働』『競合する家族モデル論』『男子の権力』まで多岐に渡
り、第 7 巻の本書のテーマは題名通り『東アジアの労働市
場と社会階層』に的を絞った一冊である。
　新しい世紀の幕が開いてもはや 10 数年が経った現在、
情報通信技術と交通の発達によって人間社会がこれまでに経験したことのないグローバリ
ゼーションの荒波に揉まれる中、私的空間と公的空間の区画線は薄れ、あらゆる領域にお
いて構造、制度、組織と秩序の再考と新たな構築が求められている。その緊急性は、短期
間に飛躍的な経済成長と繁栄を実現した東アジアにおいても例外なく高いことは言うまで
もない。しかしながら、「圧縮された近代化」と呼ばれる東アジアは長い歴史、文化と伝
統を持つ地域でもあるがゆえに、新しいパラダイム転換に迅速に適応できるかどうか、そ
こが問題である。またそうした中で、東アジアの女性たちは生きやすくなったかどうか、
という評者の最大関心であるジェンダー問題も看過できないと考えられる。評者はまさに
これらの疑問を持って、東アジアのどこかの街の裏路地の写真が載っている表紙をめくっ
たのである。以下では、各章の内容と評者の感想を適宜簡単に述べていくことにする。
　第 1 章は、本研究の背景と枠組みについて的確に概説しながら、東アジアにおける性別
分業制、家族制度、福祉制度、教育制度と再配分制度などの社会制度がいかに欧米とは異
質であるかを再確認したうえ、さらにジェンダーからの視点を入れつつそれらの制度が労
働市場と社会移動にどのような影響を与えるかを論述している。各章執筆者の経歴、分析
テーマ、調査対象やデータセットなどが異なるにも関わらず、本書の構成と狙いに関する
説明が非常に明快で研究の熱意が伝わってくる。続く第 2 章では、グローバルの中で失業
リスクのジェンダー差が日本で拡大しているのに対して台湾では拡大しない、という違い
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とそれを生む制度要因が比較され、同じ東アジアでも制度によっては女性の労働事情が変
わりうると改めて気づかされる。
　第 3 章では、今度は1997年の経済危機後の韓国の労働市場の変容に焦点を当て、不規
則・フレキシブルな非正規雇用の拡大と大企業や公共セクターにおける強い労働組合の存
在が、女性、低学歴者、若年・高齢者などの「脆弱なグループ」が不安定な労働に就く傾
向を強め、「臨時雇用の連鎖」に陥らせていることを明らかにしている。翻って第 4 章は、
日本における女性のライフコース、就業パータンと社会階層的地位が、グローバル化する
経済構造および変化する雇用システムによってどのように影響を受けてきたかを、欧米の
研究と主に台湾の実態との比較を行いながら興味深い分析を行っている。とりわけ台湾と
同じく日本でも、就業を中断せずに働き続けられることが「恵まれた」女性のライフコー
スになる可能性があり、夫の家計支持力が低下する中「夫の甲斐性より女性本人の甲斐性
のほうが重要」という時代が到来するかもしれない、との結論が新鮮である。
　自殺率の変化に対する失業率、結婚率、離婚率と労働市場政策の影響を、日韓を含む
OECD 27ヶ国のパネル・データを用いて分析している第 5 章については、いささか唐突
な感があると同時に、積極的な労働市場政策と結婚が自殺予防効果を持つとの指摘がある
一方、しかし少なくとも日韓においては自殺率に対する労働市場政策の影響はさほど大き
くないとの解釈は疑問を残す。反対に第 6 章では、国際比較では等閑視されがちな国内に
おける地域差に分析の視点を定め、2005 年の日本国勢調査のデータをもとに、各都道府
県のジェンダー平等主義と脱工業化の進展度に伴って性別職域分離（男性は女性よりマ
ニュアル職に就きやすいという「水平分離」と、女性は男性よりも社会経済的地位の低い
職に就きやすいという「垂直分離」とに分かれる）の度合いの相違についての説明を試み
ている。日本国内でもジェンダー平等主義は地域によって大きく異なり、その強さはノン
マニュアル職の垂直分離こそ弱めるものの、ジェンダー本質主義（different but equal）に
基づく水平分離には影響がなく、他方で脱工業化が進むと水平分離が強まる、という考察
には頷けるところがある。
　第 7 章は、儒教思想の強い日本・韓国・台湾において家族と労働市場の制度的あり方が
男女の自営業の継続と安定性にどのような異なる影響を与えるかを検証している。自営業
セクターの存在と役割が大きい研究対象の 3 ヶ国において、家族関係と女性の雇用環境が
同じではないにせよ、自営業の継続における男女不平等だけでなく、儒教的家父長制がも
たらす女性の不利な立場が彼女たちの自営業の安定性にも影響することを示した知見は示
唆的である。最後の第8章は、中国、日本、韓国と台湾で実施された協同的な意識調査の
データを使って、教育資本、文化資本、経済資本と社会関係資本などの要因がいかに人々
の社会的帰属意識に影響を及ぼすのかを比較している。それぞれの国の社会制度と階層構
造が異なり、また変数の数量化の手続きに粗さが多少あるものの、東アジア諸国において
階級帰属意識に対して強い影響を持つのは経済資本であって文化資本はそれほど効果を持
たない、との考察が興味深い。さらに、同意識への学歴の効果は中国と台湾で高く、日本
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と韓国ではほとんど有意な影響を示さないという分析結果も目新しく、その要因の追究が
求められよう。
　本書によって、グローバル化に伴う労働と雇用事情の変化のスピードが加速し、特に東
アジアにおいて家族のあり方と男女のライフコースが大きく多様化する中、もはやジェン
ダー問題を意識せずには根本的な解決法に辿り着けないことが明らかになった。評者の問
題関心の一つである「東アジアの女性たちは生きやすくなったか」への答えが十分に見出
せないままでも、比較を通して東アジア諸国それぞれの社会の現状と課題を把握すると共
に、レジーム、制度や政策によっては女性の生き方とライフコースを変えることができる
ヒントを得られることが、本書の大きな意義である。今後、女性の社会進出度が相対的に
高いシンガポール、ベトナムとフィリピンなどのアジアの国々との比較をも研究視野に入
れ、さらなる成果を期待したい。
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